車の衝突被害軽減ブレーキの普及にはずみ by 科学技術動向センター & 科学技術動向研究センター
TOPICS
7科 学 技 術 動 向　2012年 7・8月号
図表　大型トラックへの設置状況（ミリ波レーダー）
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参　考　1）　警察庁交通局「平成 23年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締り状況について」平成 24年 1
月 26日：http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=00000108597
2）　国土交通省　自動車総合安全情報　ASV：http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/esc.html
3）　三菱ふそうトラック・バス（株）　万が一の衝突事故の被害を最小限に抑える AMB：
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/lineup/truck/super_great/10/point/safety.html 
　2012 年 3 月 12 日に、国土交通省は大型トラック
（車両総重量 8 t 以上）に衝突被害軽減ブレーキの
設置を 2014 年 11 月以降の新型車（新たに型式を
取得するもの）から段階的に義務付けることを世
界に先駆けて告示した。また、衝突被害軽減ブレー
キの設置に対し、2012 年 4 月から大型トラックを
対象に減税措置（重量税・取得税）を実施する。
　日本国内の交通事故による死者数は約 4,600 人／
年、負傷者は約 854,000 人／年（平成 23 年）と依
然多い状況である1）。大型トラックによる交通事故
（約 9,500 件／年）の半数は追突事故で、これに伴
う死亡率も乗用車に比べ高いという現状を踏まえ
義務化に至った。事故を起こした大型トラックす
べてに衝突被害軽減ブレーキが設置されていれば、
死亡事故件数を約 9 割減らすことが出来たと推計
されている2）。
　衝突被害軽減ブレーキは、前方車両との相対速
度や車間距離を計測するためのセンサーと、車が
危険と判断した際の自動ブレーキからなる。自動
ブレーキの技術は既に横滑り防止装置などに設置
されており実用化されている。現在、センサーに
ついては構造上の基準がないため、大きく 3 種類
が市販されている。
　①ミリ波レーダーは、76 GHz 帯の電波（ミリ波）
を使用し、前方車両との相対速度・車間距離をドッ
プラー効果により直接計測する方法で、天候や昼
夜に左右されにくい。価格は 20〜30 万円程度と高
く現状では一部の車両しか設置されていない。（図
表）②光レーザーは、890 nm（赤外線）による光
レーザーを使用し、上下方向に扇状に広がるレー
ザー光を水平方向に振ることで前方車両の位置を
特定する方法。価格は 20 万円を下回る程度と多少
高めである。③立体カメラは、2 台のカメラ画像
（約 30 万画素）の視差から同一点の 3 次元座標を
求める方法で、車・自転車や歩行者を識別するこ
とができる。価格は 10 万円程度と安価なことから
近年、乗用車への普及が進みつつある。
　ただし、過去には誤作動もあり各メーカー試行
錯誤の上、現在の装置に至っている。例としては、
追い越しにより一時的に車間距離が短くなった場
合の誤作動、カーブによる前方対象物の見失い、
車の下を通過できる落下物に対する誤作動等であ
るが、近年は誤作動回避の技術が向上し十分、安
全な装置になっている。
　今回の衝突被害軽減ブレーキの義務化により、
価格低下が促進され、より一層の技術改善を促す
と考えられる。また、市販品の中には歩行者を対
象としていないセンサーもある。今後は、乗用車・
バスも含めたすべての車に、歩行者等も対象とし
たセンサーを義務化することで、交通事故の更な
る減少に繋げる必要がある。
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